
各務原市保育士等処遇改善臨時特例補助金交付要綱 

（令和４年１月１４日決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症及び少子高齢化の対応が重なる最前

線において働く、保育士、幼稚園教諭、保育教諭等の処遇の改善のため、市が予算

の範囲内で保育士等処遇改善臨時特例補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ことに関し、各務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、市内の子ども・子育て支援法（平成２４年

法律第６５号）第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設、同法第２９条第３

項第１号に規定する特定地域型保育事業所及び同法第３０条第１項第４号に規定す

る特例保育を実施する施設を運営するものとする。 

 （補助事業） 

第３条 補助事業は、前項に規定する補助対象者が保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨

時特例事業実施要綱（保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業の実施について

（令和３年１２月２３日付け府子本第１２０３号）別紙。以下「実施要綱」という。）

に基づき行う職員の処遇改善であって、次に掲げる事業とする。 

（１）令和４年２月から同年９月の間、職員に対して３パーセント程度の賃金改善を

行う事業 

（２）令和３年人事院勧告に伴う国家公務員給与の改定内容が令和４年度の公定価格

に反映された場合に、それにより見込まれる公定価格の減額分に対応する事業 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、令和３年度保育士等処遇改善臨時特例交付金交付要綱（令和

３年度保育士等処遇改善臨時特例交付金の交付について（令和４年１月１４日付け

府子本第１８号）別紙）別表保育士等処遇改善臨時特例交付金の部保育士・幼稚園

教諭等処遇改善臨時特例事業の項第３欄に定める基準額と補助事業に要する経費の

実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄附金その他の収入額を控除

した額とを比較して少ない方の額とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条第１項に規定する申請書に



保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業賃金改善計画書（実施要綱別紙様式１）、

賃金改善内訳(職員別内訳)（実施要綱別紙様式１別添１）、同一事業者内における拠

出見込額・受入見込額一覧表（実施要綱別紙様式１別添２）その他市長が必要と認

める書類（次条において「計画書等」という。）を添えて、市長が指定する期日まで

に提出しなければならない。 

（変更申請） 

第６条 補助事業を行う者は、補助金の交付決定後に補助事業の経費及び財源計画の

変更をする場合においては、規則第９条第１項に規定する補助事業計画変更承認申

請書に計画書等を添えて、市長が指定する期日までに提出しなければならない。 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けた者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の廃止の

承認を受けたときは、速やかに規則第１１条に規定する補助事業実施報告書に保育

士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業賃金改善実績報告書（実施要綱別紙様式２）、

賃金改善内訳（職員別内訳）（実施要綱別紙様式２別添１）、同一事業者内における

拠出実績額・受入実績額一覧表（実施要綱別紙様式２別添２）、補助事業を行った期

間の賃金台帳その他市長が必要と認める書類を添えて提出しなければならない。 

（関係書類の保存） 

第８条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けた年度の終了後５年間、補

助事業に係る帳簿等証拠書類を保存しなければならない。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第８条の規定

は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 


